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   Interaction of surface/internal waves with a floating flexible structure has been numerically simulated using a set 

of nonlinear equations derived through vertical integration in each fluid layer to satisfy the nonlinear boundary 

conditions on the surface, interface, and seabed. Calculation results of surface displacements are compared with the 

existing experimental data, where a tsunami in terms of a solitary wave propagates across an area with a floating thin-

plate. Surface and internal waves due to a point load moving on a floating thin-plate are also simulated. The wave 

height of the surface or internal mode is amplified when the moving velocity of point load is equal to the surface or 

internal wave celerity, respectively, in shallow water. 
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１．序  論 
 

近年，海上空港として，または，風力・太陽光発

電の基地といった目的で，超大型浮体構造物の利用

が考えられるようになった．剛性を有する柔軟な薄

板のような挙動を示す超大型浮体構造物は，流体と

相互に干渉する構造物である．例えば，堺ほか1) は，

津波が入射する際の薄板状浮体と流体の干渉問題を

鉛直断面を対象とした水理実験及び数値解析により

調べ，また，Hermans
2) は，海上空港を想定した平

面方向に広がりのある薄板状浮体上を荷重が移動す

る場合を対象として，浮体の応答に関する数値シ

ミュレーションを行なった． 

一方，柿沼3) は，薄板状構造物と多層流体の相互

干渉を支配する非線形方程式系を提案し，鉛直断面

内の 2 層流体を対象とした数値解析を実施して，

薄板状浮体構造物の振動に伴い内部界面が共振する

場合があること，また，薄板状浮体構造物に作用す

る圧力が 1 層流体の場合と異なることを示した．

このように，構造物が覆う水域において密度成層が

形成されている場合，浮体の振動に伴い，表面波の

みならず内部波も発生するであろう．従って，こう

した内部波が，周辺水域や浅水域に伝播する場合，

浮体構造物の動揺が，水温変化等を通じて，水圏環

境に影響を与える可能性がある． 

そこで，本研究では，薄板状浮体構造物と 1 層

流体，あるいは，2 層流体との相互干渉問題に適用

可能な数値モデルを開発する．そして，まず，モデ

ルの検証のために，津波を想定した孤立波が来襲す

る場合の薄板状浮体構造物の動揺に関して，数値解

析結果と既存の水理実験結果とを比較する．次に，

薄板状浮体構造物上に作用する点荷重の移動によっ

て生成される表面波及び内部波の数値解析を行なう． 

 

 

２．基礎方程式系と数値解析法 

 

非粘性かつ非圧縮性の多層流体の非回転運動を対

象とする．図-1 において，互いに混合しない各流

体層を最上層から順に第 i 層（i = 1, 2, ･･･, I）と

呼ぶ．本研究では，第 i 層の速度ポテンシャルを
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α

αφ xx  のように  N 個のべき

関数の重み付き級数に展開する．変分法を適用して，

次式のような非線形表面波・内部波方程式系3) が得

られる． 
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ここで，添え字α に関して積の総和規約を導入して

いる．ηi,0 (x,t)，ηi,1 (x,t)，pi,0 (x t)，pi,1 (x t) 及び ρi 

は，それぞれ，第 i 層の下面の界面変動，上面の

界面変動，下面における圧力，上面における圧力及

び密度である．また， ( ){ }∑ −

=
−=

1

1

i

k kkii ghP ρρ  及び

( )∑ =
−=

i

k kki gmW
1

δ  であり，hi，mi 及び δi は，そ

れぞれ，第 i 層の静水深，第 i 板（第 i 層の上面

に位置する薄板）の密度及び第 i 板の板厚である．

なお， ( )y,x ∂∂∂∂=∇  は，水平方向の微分演算子

であり，重力加速度 g は，9.8 m/s
2
 とする． 

一方，十分に薄い第 i 板の運動は，古典理論よ

り，次式で表わされる． 
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ここで，Bi は，第 i 板の曲げ剛性率である． 

代表的な波長，水深及び密度をそれぞれ l，h 及

び ρ として，諸量を次式のように無次元化する． 
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式(3) を式(2) に代入して次式を得る． 
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ここでは，各層が相対的に浅い場合を対象とし，

( )( ) 1
2 <<lhO  を仮定する．すると，式(4) の（左

辺第 1 項）が無視される．この項を無視し，式(4) 

を有次元量に関する式に戻して，第 i 板の方程式

が次式となる． 
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図-1 薄板状構造物と多層流体 

 

 

図-2 劉・堺5) の水理実験で用いられた造波水路（上図

が水路上方から見た平面図であり，下図が横方向か

ら見た鉛直断面図である．） 

 

 

図-3 薄板状浮体構造物を有する計算対象領域 

 

 

図-4 図-3 に示す計算対象領域の表面における曲げ剛性

率の分布 

 

本論文の数値解析では，鉛直断面内の運動を対象

とし，式(1a)，(1b) 及び (5) を基礎方程式として，

これらをNakayama・Kakinuma
4) に類似した差分法

を用いて解く．計算対象領域の両端は，完全反射の

鉛直壁とし，簡単のために壁面及び底面における摩

擦を無視する．初期状態において，速度ポテンシャ

ルの重み係数 fi,α (x,0) をすべて 0，すなわち，初

期流速を 0 とする． 
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図-5 x = 7.0, 11.5, 14.5 及び 18.5 m の各地点における表

面変動（静水深及び入射波波高は，それぞれ，0.4 

及び 0.02 m である．） 

 

3．薄板状浮体構造物に入射する表面孤立波の

数値解析 

 

まず，本数値モデルの検証のために，1 層問題を

対象とし，数値解析結果と既存の水理実験結果とを

比較して，薄板状浮体の応答の再現性を調べる． 

劉・堺5) は，図-2 に示す造波水路内に，曲げ剛

性率が 450.0 Nm
2
 の薄板状浮体を設置し，津波の

来襲を想定して，この薄板状浮体に孤立波が入射す

る場合の水理実験を行なった． 

数値解析では，図-3 に示す領域を計算対象領域

とし，表面において，図-4 に示すような曲げ剛性

率の分布を与えて一部の水域を覆う薄板を表現する．

計算格子間隔及び計算時間間隔は，それぞれ，∆x = 
0.05 m 及び ∆t = 2.5×10

-5
 s とする．ここでは，波

高水深比が異なる，入射波の非線形性が比較的弱い

場合と比較的強い場合の 2 ケースを対象とする． 

 

(1) 入射波の非線形性が比較的弱い場合に対する数

値解析結果と水理実験結果の比較 

静水深を h = 0.4 m とし，初期表面形を ζ (x,0) = 
0.08/(2.0

x＋2.0
–x
) とする．速度ポテンシャルの展開

項数 N は，1，または，2 とする． 

 

図-6 x = 7.0, 11.5 及び 14.5 m の各地点における表面変

動（静水深及び入射波波高は，それぞれ，0.2 及び

0.02 m である．） 

 

地点 x = 7.0，11.5，14.5 及び 18.5 m における

表面変動の数値解析結果と水理実験結果5)を図-5 

に示す．N = 1 の数値解析結果は，N = 2 の計算結

果及び実験結果と比較して，前傾が大きく現れてい

る．N = 1 の場合，すなわち，速度ポテンシャルの

鉛直分布を一様分布と仮定すると，式 (1a) 及び 

(1b) は，非線形浅水方程式系と一致するため，数

値解析において波の分散性が考慮されない．従って，

N = 1 の場合，非線形効果による波の前傾化が抑制

されず，水理実験結果のような波形の前後対称性が

維持されなくなる．他方，N = 2 の場合，速度ポテ

ンシャルの鉛直分布が一様でなく，線形分布の効果

が考慮されているため，波の非線形性及び分散性を

評価し，計算結果は，実験結果と調和的である． 

 

(2) 入射波の非線形性が比較的強い場合に対する数

値解析結果と水理実験結果の比較 

静水深を h = 0.2 m とし，初期表面形を ζ (x,0) = 
0.08/(10.0

x＋10.0
–x
) とする．速度ポテンシャルの展

開項数 N は，2，または，3 とする． 

地点 x = 7.0，11.5 及び 14.5 m における表面変

動の数値解析結果と水理実験結果5)を図-6 に示す．

地点 x = 14.5 m における計算結果は，実験結果に

現れている津波高さの減衰，並びに，孤立波に先行

する振動を再現している．このうち，後者は，入射

波の非線形性が強い場合に発生することが確かめら

れている1)．速度ポテンシャルの展開項数 N を 2，
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または，3 とした場合の本数値モデルは，この場合，

高い再現性を有していると言える． 

 

 

４．薄板状浮体構造物上の点荷重の移動に伴

い生成される表面波及び内部波の数値解析 
 

次に，薄板状浮体構造物と 2 層流体の相互干渉

問題を扱う．すなわち，飛行機の離着陸時のように，

薄板状浮体構造物上に作用する点荷重が移動する場

合に発生する表面波及び内部波を対象として，数値

解析を行なう． 

初期静水状態において，表面形，界面形及び速度

ポテンシャルの重み係数をそれぞれ ζ (x,0) = 0 m, 

η (x,0) = – h1 及び fi,α (x,0) = 0（i = 1 and 2）とする．

計算格子間隔及び計算時間間隔は，それぞれ，∆x = 
0.05 m 及び ∆t = 2.0×10

-5
 s とする． 

 

(1) 薄板状浮体構造物上の点荷重の移動速度が表面

浅水波の波速に近い場合 

計算対象領域を図-7 に示す．曲げ剛性率 Bs を

有する全長 Ls = 35.0 m の薄板状浮体を 5.0 m≦x≦

40.0 m の領域に設置する．薄板状浮体上に働く点

荷重の大きさ及び移動速度は，それぞれ，0.2ρ1gh 

及び ghkv p = とし，共に一定値であるとする．薄

板状浮体上を点荷重が移動する領域は，10.0 m≦

x≦10.0 m＋Lp とする． 

図-8 に，薄板状浮体の曲げ剛性率を Bs = 500.0 

Nm
2，点荷重が移動する距離を Lp = 5.0 m とし，

速度ポテンシャルの展開項数を N = 2 としたとき

の，各時刻における表面形を示す．ここで，図中の 

▽ は，各時刻における点荷重の作用点を示している．

点荷重の移動速度が表面浅水波の波速と等しい k = 

1.0 の場合，浮体を伝播する浮体波の表面波モード

の波高が顕著に増幅される．一方，点荷重の移動速

度が表面浅水波の波速より大きい k = 2.0 の場合，

k = 0.5，または，1.0 の場合と比較して，先行する

短波長の浮体波が増幅される．これらは，点荷重と，

この移動速度に近い波速を有する浮体波の成分波の

共振作用による． 

また，k = 1.0 の場合，点荷重の作用点における

勾配 x∂∂ζ は，点荷重が移動している間，正の値を

示し，点荷重は，上り勾配の斜面を移動している．

このように点荷重が上り勾配の斜面を移動する結果

は，遠藤6) で扱われた場合と類似している． 

一方，k = 2.0 の場合， 91.hgt ≤ において，点

荷重は，上り勾配の斜面を移動し， 52.hgt = に

おいて，点荷重の前方を伝播する浮体波の峰を点荷

重が追い越そうとしている． 

図-9    に，k = 1.0 の場合の，点荷重の停止時刻

05.hgt =  における表面形及び界面形を示す．界

面においては，点荷重の移動に伴い，表面波モード 

 

図-7 薄板状浮体構造物と 2 層流体 

 

 

図-8 各時刻の表面形（Bs = 500.0 Nm
2，Lp = 5.0 m 及び 

N = 2 としている．図中の  ▽ は，点荷重の作用点

の位置を示す．） 

 

 

図-9 点荷重の停止時刻 05.hgt =  における表面形及び

界面形（Bs = 500.0 Nm
2，Lp = 5.0 m，N = 2 及び k = 

1.0 としている．図中の  ▽ は，点荷重の作用点の

位置を示す．） 

の内部波が増幅されている． 
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図-10 点荷重の停止時刻における薄板状浮体に働く曲げ

モーメントの分布（Bs = 500.0 Nm
2，Lp = 5.0 m 及

び N = 2 としている．） 

 

 

図-11    各時刻における表面形（N = 2 及び k = 1.0 として

いる．図中の ▽ は，点荷重の作用点の水平位置を

示す．A: Lp/Ls = 0.143 and Bs/ρ1gLs
4 = 3.38×10–8， 

B: Lp/Ls = 0.286 and Bs/ρ1gLs
4 = 3.38×10–8， 

C: Lp/Ls = 0.143 and Bs/ρ1gLs
4 = 6.67×10–8） 

 

図-10    に，k = 0.5，1.0 及び 2.0 の場合の，それ

ぞれの点荷重の停止時刻における，薄板状浮体の曲

げモーメントの分布を示す．このうち，k = 0.5 の

場合，点荷重の作用点において，曲げモーメントの

絶対値が比較的大きくなっているが，点荷重の作用

点付近以外の点における曲げモーメントの絶対値は，

あまり大きくなっていない．一方，k = 1.0 の場合，

浮体波が顕著に増幅されるため，点荷重の作用点付

近以外にも，曲げモーメントの絶対値が大きくなる

点がある．また，k = 2.0 の場合，薄板状浮体の変

位は，k = 1.0 の場合ほど大きくないものの，大き

な曲率を有する短波長の浮体波が増幅されるため，

曲げモーメントの絶対値が比較的大きくなっている． 

Bs = 500.0 or 1000.0 Nm
2
 及び Lp = 5.0 or 10.0 m 

として，薄板状浮体の曲げ剛性率及び点荷重が移動

する距離の影響を調べる．図-11 に，N = 2 及び k 

= 1.0 とした場合の，各時刻における表面形を示す．

点荷重の移動距離 Lp が長いほど，生成された浮体

波の波高が大きい．また，薄板状浮体の曲げ剛性率 

 

図-12 薄板状浮体構造物と 2 層流体 

 

 

図-13 各時刻における表面形（N = 1 及び κ = 1.0 とし

ている．図中の ▽ は，点荷重の作用点の位置を示

す．） 

 

 

図-14 各時刻における界面形（κ = 1.0 としている．） 

 

Bs が大きいほど，浮体波の波高が小さく，波長が

長くなることがわかる． 

 

(2) 薄板状浮体構造物上の点荷重の移動速度が内部

浅水波の波速に近い場合 

計算対象領域を図-12 に示す．曲げ剛性率 Bs = 

500.0 Nm
2
 を有する全長 Ls = 14.0 m の薄板状浮体

を 1.0 m≦x≦15.0 m の領域に設置する．薄板状浮

体上を点荷重が移動する領域は，4.0 m≦x≦12.0 m 

とし，点荷重の移動速度を一定値 hhghv p 21εκ=

（ε = (ρ2 – ρ1)/ρ2）とする．点荷重の大きさは，4.0 

m≦x＜4.25 m において，0 から 0.2ρ1gh まで徐々

に増加させ，4.25 m≦x≦12.0 m において，一定値 

0.2ρ1gh とする． 
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図-13 に，κ = 1.0 の場合の，各時刻における表

面形を示す．ここで，速度ポテンシャルの展開項数

を N = 1 としており，図中の ▽ は，点荷重の作用

点の位置を示している．点荷重の移動速度が内部浅

水波の波速と等しい場合，点荷重の作用点における

浮体のたわみ部が，点荷重の移動と共に移動するに

留まり，有意な波高を有する浮体波が生成されない．

なお，κ = 0.5，1.0 及び 2.0 の場合に，N = 1 ～ 3 

として，有意な波高を有する浮体波が生成されない

ことを確認した． 

他方，図-14 に，κ = 1.0 の場合の，N = 1 ～ 3 

としたときの各時刻における界面形を示す．このよ

うに，点荷重の移動速度が内部浅水波の波速と等し

い場合，内部波モードの内部波が顕著に発達する． 

移動荷重によって励起された内部波モードの内部

波は，構造物が覆う水域からその周辺水域へと伝播

していく．ところで，一様斜面上を伝播する内部孤

立波の数値解析7) により，斜面上の内部波の波高は，

浅水変形に伴い，波高水深比が 0.5 程度になるま

で増加する場合のあることが示されている．波高が

増加した内部波は，その後，砕波現象を通じて水圏

環境に影響を与える可能性がある．従って，例えば，

浮体構造物の設置位置が浅水域の近傍である場合，

波の方向分散による波高減衰があまり生じることな

く，海底地形や水深の影響により内部波の波高が増

加して砕波に至り，有意な物質輸送や鉛直混合を通

して水圏環境に影響を及ぼし得る． 

なお，図-14 において，N = 1 として波の非分散

を仮定した際に見られる波形の急峻化は，N = 2，

または，3 として波の分散を考慮したときに，抑制

されている． 

 

 

5．結  論 
 

本研究では，薄板状浮体構造物と 1 層，または，

2 層流体の相互干渉問題の数値解析を行なった． 

まず，津波を想定した表面孤立波が薄板状浮体に

覆われた 1 層の水域に伝播する場合を対象とし，表

面波の数値解析結果と既存の水理実験結果を比較し

た．そして，この場合，速度ポテンシャルの展開項

数 N を 2，または，3 としたとき，本数値モデル

による薄板状浮体の応答の再現性が高いことが確か

められた． 

次に，飛行機の離着陸時のように，薄板状浮体構

造物上に作用する点荷重が移動する場合に，生成さ

れる表面波及び内部波の数値解析を行なった．そし

て，以下に示すような結論が得られた． 

(1) 点荷重の移動速度が表面浅水波の波速と等しい

場合，この移動速度に近い波速を有する浮体波

成分が共振し，表面波及び内部波の表面波モー

ドが顕著に増幅される． 

(2) 点荷重の移動速度が表面浅水波の波速より速い

場合，点荷重の移動速度が相対的に遅い場合と

比較して，大きな曲げモーメントが薄板状浮体

に働く．従って，飛行機の安定した走行を確保

するといった観点からのみならず，構造物の耐

久性といった観点からも，浮体波の表面波モー

ドの増幅に対して注意を要する． 

(3) 薄板状浮体上の点荷重の移動速度が内部浅水波

の波速と等しい場合，内部波の内部波モードが

顕著に増幅される． 

今後の検討事項として査読者に御指摘いただいた

ように，移動荷重によって励起される内部波が水圏

環境に与える影響を定量的に評価する必要がある．

その際，浮体構造物の水平方向の広がりを考え，点

荷重の移動に伴う浮体構造物の平面 2 次元的な挙動

を把握し，また，生成波の方向分散を考慮して，

様々な地形を対象とした検討を進めたい． 
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